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研究成果の概要（和文）：この4年間でも各国における家族の多様性は急速に拡大した。伝統的婚姻、登録型パートナ
ーシップ、非登録型自由結合等カップル、同性婚の承認が欧米諸国で急速に進行し、離婚・再婚・ステップファミリー
・複合家族など関係性が多元多層化した。生殖補助医療による親子も親子関係の多様化をもたらした。家族関係紛争も
複雑化し、裁判所に頼らない当事者の自律した解決が世界的に重視されるようになり、紛争解決支援の必要性も明らか
となった。他方、血縁・地縁社会が弱体化して無縁社会化が進み、孤独死などの問題を生じさせた。本研究は、こうし
た状況を、欧州・韓国との比較研究から明らかにした。

研究成果の概要（英文）：In those four years there have been a strong change of the family structure and 
the diversity of the family is extending more and more rapidly. In Europe and America, many countries 
have acknowledged the so-called domestic partnership or civil union between two adults, either 
homo-sexual or hetero-sexual, and re-marriages, step-families and recomposed families have been 
increasing. The parent and child relationship has also changed with the progress of the medically 
assisted procreations. The conflicts between the family members or domestic relations have been hard to 
be resolved and a new system of dispute resolutions with autonomy of parties and assistance of legal or 
non-legal professionals is needed. We have become a society in which there are an increasing number of 
people who are living completely without any relationships. The present state of the family law system 
and the desired legislation was considered.

研究分野： 社会科学

キーワード： 基礎法学　比較法　家族法
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１． 研究開始当初の背景 
第二次世界大戦後、新たな基本原理に基
づき再出発した日本家族法は、その先取
性と柔軟性でその後の半世紀を乗り越
えてきたが、1990 年代以降、激しさを増
す伝統的家族の解体と新たな形での家
族の再生、多様化、そしてグローバル化
の波にさらされ、否応なく変化を遂げざ
るを得ない状況にある。しかし、家庭裁
判所の現場を変化させる家事事件手続
法は成立したが、肝心の家族法本体（民
法）が変身を遂げられずにいる。本研究
では、現代家族が抱える問題に対する今
ある法の対応を実証的かつ比較法的に
分析することと、先行する理論的な研究
を総合することにより、あるべき家族法
の全体像を構想し、あわせて、家事事件
（家庭紛争）の当事者（紛争過程にある
市民）に対し、適切な支援体制を用意す
るための基礎となる家族と法の実体把
握を目指す。 

 
２． 研究の目的 

 本研究では、婚姻・カップルの形態の変
容、親子関係の変化、そこから生じる家
族紛争の複雑化、家族の個人化と無縁社
会の中での地縁・血縁を補完する新しい
家族支援のあり方を分析視角として、こ
の２０数年の間に日本において、また諸
外国において作られた新たな法制度の
全体がどのような状況にあるのか、家族
や社会にどのような影響を与えている
のか、家族を含む社会の実態と法の相互
関係を総体として検証する。そして現在
問われるべき課題と、それら諸課題への
対応を検討する。具体的には 

（1） 終生にわたる永続的結合としての
婚姻のとらえ方が変化しつつある中、カ
ップル関係の流動性に即応した、より穏
やかな継続的関係（別れた後も手をさし
のべられる関係）として捉えることが可
能かどうか。また、婚姻よりも柔軟な「非
婚」関係の現代的意義を明らかにする。 

（2） 家族への回帰が云われ、婚姻形成へ
の社会的支援（マッチング）に関心が寄
せられているが、本研究では、ライフコ
ース（出会い、別れ、新たな出会い）に
即応する家族関係の維持・再構築やリス
クマネージメント（家族の喪失、無縁社
会）に対する支援策を探求する（世代連
帯と民力の活用がどこまで可能か）。 

（3） 自然血縁の親子と社会的・意思的親
子との対抗関係が鮮明となっている中、
その二元関係をいかに調和させるか、そ
の判断基準を明らかにする。 

（4） 配偶者や子、高齢者に対する暴力に
ついては、欧米でもその国に応じた対応
がとられている。わが国と同じく特別法
を設ける国もあれば、民法・刑法という
基本法で対応する国もある。なぜそのよ

うな対応の違いが生じるのか、その要因
と妥当性を明らかにし、日本法の現状が
適正なものであるか、評価検証する。 

（5） 家族紛争の当事者支援という観点
から、家庭裁判所に来る人（この段階に
至っている）だけではなく、前段階での
当事者支援についても視野に入れ、諸外
国の実情を分析し、今後に向けた具体的
提案を行う。 

 
３． 研究の方法 

日本及び諸外国における家族の変容状
況を確認し、それに対する法の適応（適
応不全）の実情について、実証的かつ比
較法的に研究する。特に欧米諸国での家
族問題に関する関連立法とその運用の
実情を、それぞれの国の「特異性」と「普
遍性」という視角から比較分析する。研
究代表者・分担者・連携研究者らは、そ
れぞれ欧米アジア太平洋諸国の比較法
研究を日頃遂行しているが、それらを総
合することで相互補完的に視野の拡大
を図る。全体を【A】家族の普遍性と特
異性、【B】自律・孤立社会と連帯共生、
【C】多元的家族紛争解決の展望の 3 つ
の課題群に分け、ユニット【A】と【B】
は細分課題で班を編成する。班単位での
定期的研究会、関東、関西でのユニット
単位での研究会、全体研究会議、欧米諸
国での聴取・実態調査、海外研究者らに
よるワークショップを通じて、先端的な
実証的比較研究を行う。 

 
４． 研究成果 

研究組織のメンバーは、民法（家族法）の
研究者を中心としつつも、法社会学、比較
法、社会保障法、医事法の分野にも研究実
績を有する者を含み、また精神医学、心理
学等他分野の研究者の協力も得て学際的
研究を遂行した。研究メンバーは、関東・
関西・九州まで分散していたため、課題別
に組織されたユニット単位での研究会を
中心として研究を進め、全体会議やシンポ
ジウム・セミナーを開催した。研究分担者
の岩志教授が代表を務める「家族法改正研
究会」、岩志教授と棚村教授が世話人を務
める「家族と法研究会」（関東地区の家族
法学者を中心とした会）、研究代表者床谷
文雄と連携研究者冷水教授が世話人を務
める「関西家事事件研究会」など既存の研
究会に参加する機会にも、研究の進捗状況
を確認する場を持った。 

（1）海外での調査研究では各国の立法に関
与した研究者、実務家、政策立案者などに
対する聴き取り、行政機関、当事者支援の
活動を行っている民間団体の訪問調査を
行った。ただし、事情により、すべての計
画を実行することはできず、今後の課題と
して残したものもある。また、欧州・アジ
アの研究者・実務家を招聘してのシンポジ



ウムも、他の科研・研究会等と協働するこ
とにより実施した。 

(2) シンポジウムや現地調査の結果、この 4
年でも各国における家族の多様性はいっ
そう拡大したことが明らかとなった。伝統
的婚姻、婚姻と異なる登録型パートナーシ
ップ、非登録型自由結合等カップルの多元
化が顕著となり、異性婚に加えて同性婚の
承認が英国、フランス、米国、ブラジルな
ど欧米諸国で急速に進行し、離婚・再婚の
増加に伴うステップファミリーの形成と
複合化した家族関係など関係性が多層化
した。生殖補助医療による親子関係の拡張
も、親子関係の多様化をもたらした。家族
関係における紛争も複雑化し、解決方法も
裁判所に頼らない当事者の自律した解決
が世界的に重視されるようになり、紛争解
決を支援する仕組みの必要性も明らかと
なってきた。他方で、血縁・地縁を基盤と
する社会が弱体化して、無縁社会化が進み、
孤独死など多くの問題を生じさせている。
本研究では、こうした状況について、ヨー
ロッパ（フランス、ドイツなど）およびア
ジア（韓国）の比較法的研究から明らかに
することができた。 
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